
社会福祉施設子育て支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、社会福祉施設等の職員が出産又は傷病のため、長期間にわたって継続す

る休暇を必要とする場合において、当該職員の勤務を行わせるための産休等代替職員

の臨時的任用を促進し、もって職員の母体の保護、又は専心療養の保障を図りつつ、

施設における児童等の処遇を確保することを目的とし、当該施設の設置者に対し、毎

年度予算の範囲内において補助金を交付するものとする。 

また、家庭と仕事の両立を支援し、福祉人材の定着化をすすめることを目的とし、

社会福祉施設の職員が育児短時間勤務をすることに対応するため、職員の加配を行っ

た当該施設の設置者に対し、毎年度予算の範囲内において補助金を交付するものとす

る。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年

埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定め

るところによる。 

 

（補助の対象施設） 

第２条 補助対象施設は、県内に所在し、社会福祉法人が設置する社会福祉施設等で

あり、別表１の施設種別欄に掲げる施設とする。 

２ 前項の施設のうち、政令指定都市及び中核市に所在する施設は対象としない。ただ

し、乳児院、児童養護施設及び児童心理治療施設は、中核市に所在する施設について

も対象とする。 

３ 第１項の施設のうち、保育所は、学校法人及び特定非営利活動法人が設立した施設

についても対象とし、幼保連携型認定こども園は、学校法人が設立した施設について

も対象とする。 

 

（補助対象事業等） 

第３条 この補助金は、別表２に掲げる事業を対象とし、事業ごとの補助金額は、補助

率等欄による。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる団体が行う事業は、補助の対象としな

い。 

（１）暴力団 

（２）暴力団員が事業主又は役員となっている団体 

（３）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体 

 

（用語の定義） 

第４条 この要綱において、「社会福祉施設等の職員」とは、別表１に掲げる施設種別

欄に掲げる施設に勤務する職種欄に掲げる職員をいう。 

２ この要綱において「産休等職員」とは、社会福祉施設等の職員のうち、出産する

こととなる者又は疾病若しくは負傷のため３１日以上の療養を必要とする職員で第

５条第１項第１号及び第２号の期間中就業規則若しくは労働契約に定めるところに



より、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第１１条に規定する賃金の支給を同

法第２４条に基づき受けるものをいう。 

３ この要綱において「産休等代替職員」とは、産休等職員の職務を臨時的に行うも

のをいう。 

４ この要綱において「育児短時間勤務職員」とは、社会福祉施設等の職員のうち、

３歳に満たない子を養育し育児休業をしていないもののうち、本来の１日の所定労

働時間が６時間を超えるものが、短縮措置により６時間以下で勤務するものをいう。 

５ この要綱において「加配職員」とは、育児短時間勤務職員の職務を行わせるために

加配したものをいう。 

 

（代替・加配職員の範囲） 

第５条 産休等代替職員は、社会福祉施設等の長（その者が産休等代替職員の任命権を

有しない場合にあっては、その任命権を有する者をいう。以下同じ。）が当該社会福

祉施設等の産休等職員の職務を行わせるため次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号

に定める期間、産休等代替職員を臨時的に任用するものとする。 

（１）産休の場合 出産予定日の８週間（出産予定日から起算して５６日）前、多胎

妊娠の場合にあっては１４週間（出産予定日から起算して９８日）前の日から産

後８週間（出産日の翌日から起算して５６日）を経過するまでの期間。 

（２）病休の場合 病休開始後３０日を経過した日から起算して６０日を経過する日

までの期間内において、その職員が病休開始後から休暇を継続する期間。 

２ 加配職員は、社会福祉施設等の長（その者が育児短時間勤務加配職員の任命権を有

しない場合にあっては、その任命権を有する者をいう。以下同じ。）が当該社会福祉

施設等の育児短時間勤務職員の職務を行わせるために加配して職員を６月以上、任用

するものとする。 

 

（代替・加配職員の資格等） 

第６条 社会福祉施設等の長は、次の各号の順序に従い、当該各号に掲げる者のうちか

ら産休等代替職員及び加配職員を任用するものとし、任用に際しては健康診断書を徴

する等健康状態に留意するものとする。 

（１）資格の定めのある場合は、それぞれの職種ごとの所定の資格を有する者 

（２）前号に掲げる職員と同一の資格を有する者を任用できない特別の理由があると

知事が認定したときは、児童等の保護に従事したことがある者、保育士試験の科

目の一部に合格した者等で、児童等の保護に熱意を有し、かつ、心身ともに健全

であると知事が認定した者 

 

 

 

 

 

 

 



（交付申請） 

第７条 規則第４条に定める交付の申請は、様式第１号によるものとする。 

２ 規則第４条第１項に定める申請書の提出期限は、知事が別に定める。 

３ 規則第４条第２項第５号に規定する、知事の定める事項に係る添付書類は、別に定

める書類を添えて知事に提出するものとする。 

４ 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は、要しな

い。 

 

（交付決定） 

第８条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 

（交付の方法） 

第９条 この補助金は精算払いで交付する。 

 

（補助金の交付額） 

第１０条 産休等代替職員費補助事業の補助金の交付額は、別表２に掲げる補助率等欄

の日額に産休等代替職員の任用期間中に社会福祉施設等に勤務した日数を乗じて得た

額と、産休等代替職員の任用期間中の別表２に掲げる対象経費欄の額とを比較してい

ずれか低い額とする。 

２ 育児短時間勤務加配事業の補助金の交付額は、加配職員の任用期間中の別表２に掲

げる対象経費の１／２以内とする。 

 

（実績報告） 

第１１条 規則第１３条に定める実績報告の様式は、様式第１号によるものとする。 

２ 実績報告書の提出期限は、知事が別に定める日又は毎年度３月３１日までとする。 

３ 実績報告書には、事業の実施に係る経費を証明できる書類を添付するものとする。 

 

（交付額の確定） 

第１２条 規則第１４条に定める額の確定通知書の様式は、様式第２号によるものとす

る。 

 

（書類の整備等） 

第１３条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした

帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管しておかなけれ

ばならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、補助金の交付を受けた日の属する会計年度の

翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

 

附  則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 



附  則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、令和３年３月１９日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



附  則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 



【別表１】（第２条関係） 

 

関係法令 施設種別 職種 

１ 児童福祉法 

乳児院 

母子生活支援施設 

保育所 

児童養護施設 

児童心理治療施設 保育士 

保育教諭 

看護師 

介護職員 

保健師 

指導員 

 （児童指導員、生活指導員、 

  職業指導員、母子指導員等） 

セラピスト 

 （作業療法士、理学療法士等） 

栄養士 

調理員 

２ 生活保護法 

救護施設 

更生施設 

授産施設 

３ 老人福祉法 
養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 

４ 社会福祉法 社会事業授産施設 

５ 就学前の子 

 どもに関する 

 教育、保育等の 

 総合的な提供 

 の推進に関す 

 る法律 

幼保連携型認定こども園 

 

備考 

３の施設のうち、特定施設入所者生活介護の指定を受けている施設は対象としない。 



【別表２】（第３条関係） 

 

補助対象事業 

事業名 対象経費 補助率等 限度額 

１ 産休等代替職員費 

補助事業 

産休等代替職員の人件費 

 

（労働時間又は期間に応じて

支払われる賃金であって、手

当等を含まない。ただし、時

間外勤務については割増分を

除いた賃金は対象とする。） 

日額 

8,624 円 
 

２ 育児短時間勤務加 

配事業 

加配職員の人件費 

 

（加配勤務任用期間中の給与、

賞与、時間外（休日勤務・夜

勤・当直）手当、通勤手当、

住居手当、扶養手当、職務手

当等の総額を対象とする。） 

１／２以内 

 

（１円未満は

切り捨てる） 

1,000,000 円 

 

 

 


